
 

 

地域未来交付金（地域未来推進型） 

交付要領 

（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

 

令 和 ８ 年 ４ 月 ７ 日 

国 空 計 第 １ ８ ５ 号 

 

国土交通省航空局長  

 

第１ 通 則 

地域未来交付金制度要綱（令和８年２月４日付け府地創第 30 号及び府地事第 54 号内

閣府事務次官通知、７農振第 2446 号農林水産事務次官通知、20260127 財経第２号経済

産業事務次官通知、国総政第 54 号国土交通事務次官通知、環政総発第 2602032 号環境

事務次官通知。以下「制度要綱」という。）第６ １ ３）に定める地域未来交付金（地域未

来推進型）（以下「交付金」という。）のインフラ整備事業の交付に関しては、制度要綱、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号。以下「適正化法施

行令」という。）、地域未来交付金（地域未来推進型）交付要綱（インフラ整備事業（国土交通

省所管空港整備事業））（令和８年４月７日付け国空計第１８５号。以下「要綱」という。）、そ

の他の法令及び関連通知のほか、この要領に定めるところによるものとする。 

 

第２ 交付申請 

１ 要綱第８の交付申請書の様式は、様式第１のとおりとする。 

 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

  (1) 適正化法施行令第３条第２項第３号に掲げる事項を記載した書類 

  (2) 次に掲げる工事を施工しようとする施設の設計図書 

    ① 工事を施工しようとする施設の位置図、平面図、縦断面図、横断面図、構造図そ

の他工事の施工に関し必要な図面。 

   ② 各種の構造物の構造計算書（各種舗装、カルバート、擁壁、排水溝等の重要な

構造物に係るものに限る。） 

   ③ 数量計算書 

 

３ １の申請書の提出時期は、当該申請に係る交付金の交付対象となる事業（以下「対象

事業」という。）を施行しようとする国の会計年度の８月 31 日までとする。ただし、国土交

通大臣が他の日を指定したときは、その日までとする。 

 



第３ 変更交付申請 

要綱第９の変更交付申請書の様式は、様式第２のとおりとする。第２ ２の規定は、変更

交付申請書を提出する場合について準用する。 

 

第４ 交付決定 

要綱第 10 の交付決定通知書の様式は、様式第３のとおりとする。 

 

第５ 申請の取り下げ 

要綱第 11 の申請取下書の様式は、様式第４のとおりとする。 

 

第６ 遂行状況報告 

要綱第 12 の遂行状況報告書の様式は、様式第５のとおりとする。    

 

第７ 実績報告 

要綱第 13 に定める実績報告の様式は、様式第６又は様式第７のとおりとする。第２ ２の

規定は、実績報告書を提出する場合について準用する。 

 

第８ 交付金の額の確定等 

要綱第 14 に定める交付額確定通知書の様式は、様式第８のとおりとする。 

 

第９ 財産の処分 

要綱第 15 に定める財産処分承認申請書の様式は、様式第９のとおりとする。第２ ２の

規定は、財産処分承認申請書を提出する場合について準用する。 

 

第 10 事業の適正な実施 

実施主体は、要綱第６ ３に規定する交付金の他の事業への充当等、事業の適正な実施

を図るため、要綱第８及び要綱第９に定める申請、要綱第 13 に定める報告を行うときは、

様式第 10 を作成し添付するものとする。 

 

 

附則（令和８年４月７日付け 国空計第１８５号） 

１ 本要領は、令和８年４月７日から施行する。 

２ 本要領の施行の際、現に改正前の要領に基づき行われる継続事業で、令和 7 年度以

前の年度の歳出予算に係るものの実施については、なお従前の例による。 

  



 様式第１

 

                                                                 番　　　　　号

                                                                 年　　月　　日

 

    　　　国土交通大臣　　　　殿

 

                                         　　　　地方公共団体名

                                         　　　　長の職名及び氏名       印

 

 

地域未来交付金（地域未来推進型） 

（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

交付申請書 

 

 

  令和　　年度　　　　    整備事業を下記実施計画のとおり実施しますので、本年度に

おいて交付金　　　　　　円を交付されるよう、補助金等に係る予算の執行の適正化に関

 する法律第５条の規定により申請します。

 

                                        記

 事業計画

   １．工事の概要

   ２．施行の方法

   ３．工事の工程予定

           　年月日
費目

   ４．事業費明細書

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式－１

単位＝千円

費　　　　目 事　　業　　費 国　　　　費 摘　　　　要

事　業　計　画　総　括　表



様式－２

単位＝千円

費　　　　目 交付対象工事 交付対象外工事 計 摘　　　　要

事　業　計　画　配　分　内　訳　書



様式－３

単位＝千円

費　　　　目 ○○工事 ○○工事 計 摘　　　　要

※　土木、照明、気象、建築、電気設備、機械設備工事等を単独申請する場合は不要

工事分類内訳書



様式－４

○○工事 単位＝千円

区　　　分 項　　　目 単位 数量 単価 金　　　額 備　　　　考

※　土木、照明、気象、建築、電気設備、機械設備工事等ごとに記載

測量及び設計費内訳書



様式－５

単位＝千円

区　　　分 項　　　目 単位 数量 単価 金　　　額 備　　　　考

船舶及び機械器具費内訳書



様式－６

施　設　名 設計条件等 決定構造または安全率等 審査

土木構造物等構造計算書



様式－６－２

規格構造 数量 単位 備　　考

建築構造物計算書

決定規格・構造・数量等
項　　　目 設計内容等



様式－７

規格構造 数量 単位 備考

※　照明、気象、電気設備、機械設備工事等を記載

○○構造物等構造計算書

決定規格・構造・数量等
項目 設計内容等



様式－８

単位＝千円

費目 大分類 中分類 単位 数量 単価 金額 備考

※　土木、照明、気象、建築、電気設備、機械設備工事等ごとに記載

本工事費内訳書



様式－９

特定材料 一般材料 材料費計 労務費 直接経費 共通仮設費 現場管理費

照明本工事内訳書

間接工事費
区分 一般管理費 合計



様式－１０

単位：千円

数量 事業費 国費 数量 事業費 国費 数量 事業費 国費 数量 事業費 国費 数量 事業費 国費 数量 事業費 国費

合　　計

令和○年度○○整備事業実施計画及び交付申請対照表（第　回申請）　　令和○年○月

①実施計画 ②前回交付申請 ③　今回交付申請 ④＝③ー②増減△ ⑤最終交付申請予定額 ⑥＝⑤ー①増減△
区分 大分類 中分類

単
位

摘　　要



様式－１１
（土木）

工種 １．一般平面図 ２．詳細平面図 ３．標準断面図 ４．縦断面図

５．横断面図
代表断面

（起終点、中間
点）

６．構造図
（詳細図面含）

７．排水系統図 ８．土工計画

※交付申請書に添付する図面は縮小版（A版）とし、明瞭に判別可能なものとする（別記提出図面作成にあたっての注意事項参照）。
　 ただし全体平面図について１／３０００程度の縮尺の図面に着色したものを別途添付すること。

提　出　図　面　一　覧　表



様式－１２

区分 図　　　面 区分 図　　　面

※　照明、気象、建築、電気設備、機械設備工事等ごとに記載

提出図面一覧表



 

 添付書類

 　        　

 

                                  財　源　調　書

            

 

               事業費　　　　　　　　千円

  財　　　　源    金　　　額    摘　　　要

             千円

   交 付 金

   一 般 税 収 入

   起 債

   市町村負担金

  そ の 他

       計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 様式第２

 

                                                               番　　　　　号

                                                               年　　月　　日

 

    　　　国土交通大臣　　　　殿

 

                                         　　　　地方公共団体名

                                         　　　　長の職名及び氏名      印

 

 

地域未来交付金（地域未来推進型） 

（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

変更交付申請書 

 

 

 

  令和　　年　　月　　日付け　　　　　　第　　　号で交付金の交付決定通知のあった

令和　　年度　　　　  整備事業について、下記の理由により、その経費の配分又は内容

 を変更したいので、承認されるよう申請します。

 

                                        記

 　

   １．事業の内容又は経費の配分を変更する理由

   ２．施行の方法に変更があるときは、その方法

   ３．変更後の工事工程予定

             年月日
費目

         （注）上段承認計画、下段改定計画とする。

 

   ４．事業費の変更明細書

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 様式第３－ａ

 

                                                               番　　　　　号

                                                               年　　月　　日

 

    　　　　　　　　　　殿

 

                                         　　　　国土交通大臣      印

                                         　　　　

 

地域未来交付金（地域未来推進型） 

（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

 交付決定通知書

 

 

  令和　　年　　月　　日付けで申請のあった令和　　年度　　　　　　整備事業につい

ては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第６条第１項の規定により、下記

 のとおり交付することに決定したので、同法第８条の規定により通知する。

　なお、本事業の実施にあたっては、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７

年３月３１日法律第１８号）に則り、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮

 し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約を行い、工事の品質を確保されたい。

 

 

                                        記

 

１. 交付金の対象となる事業は、「　　　　　　整備事業」とし、その内容は、令和　　

　年　　月　　日付け第　　　号で申請のあった令和　　年度　　　　　　整備事業　

 交付金交付申請書記載のとおりとする。

 

２. 対象事業に要する経費及び交付金の額は、次のとおりとする。ただし、対象事業の　

内容が変更された場合において、対象事業に要する経費及び交付金の額の変更が生じた

 ときは、別に通知するところによるものとする。

 

     　対象事業に要する経費　金    　  　　　　　円

     　交 付 金 の 額　金　    　　　　　　円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３. 対象事業に要する経費の配分及びこの配分された経費に対応する交付金の額の区分　

 は、次のとおりとする。

    区　　　　分 対象事業に要する経費 交付金の額

                  円           　　　　円

４. 交付金の額の確定は、対象事業に要した配分経費ごとの実績額に交付率を乗じて　　

得た額と配分経費に対応する交付金の額（変更されたときは変更後の額とする。）との

いずれか低い額の合計額とする。ただし、雑収入又は残存物件がある場合は、雑収入額

 又は残存物件の適正な評価額に補助率等を乗じて得た額を差し引いた後の額とする。

 

５. 交付申請者は、空港法（昭和３１年法律第８０号）、同法施行令（昭和３１年政令第

２３２号）及び同法施行規則（昭和３１年運輸省令第４１号）並びに補助金等に係る　

予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）及び同法施行令（昭和

３０年政令第２５５号）並びに地域未来交付金（地域未来推進型）交付要綱（インフラ

整備事業（国土交通省所管空港整備事業））（令和８年○月○日付け国空計第○○号）

 及び残存物件取扱要綱（昭和４８年空管第２７２号の（８））に従わなければならない。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 様式第３－ｂ

 

                                                               番　　　　　号

                                                               年　　月　　日

 

    　　　　　　　　　　殿

 

                                         　　　　国土交通大臣      印

                                         　　　　

 

地域未来交付金（地域推進型）（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

 変更交付決定通知書

 

 

  令和　　年　　月　　日付けで申請のあった令和　　年度　　　　　　整備事業につい

ては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第６条第１項の規定により、下記

 のとおり交付することに決定したので、同法第８条の規定により通知する。

　なお、本事業の実施にあたっては、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７

年３月３１日法律第１８号）に則り、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮

 し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約を行い、工事の品質を確保されたい。

 

                                        記

 

１. 交付金の対象となる事業は、「　　　　　　整備事業」とし、その内容は、令和　　

　年　　月　　日付け第　　　号で申請のあった令和　　年度　　　　　　　整備事業

 交付金変更交付申請書記載のとおりとする。

 

２. 変更した部分の対象事業に要する経費及び交付金の額は、次のとおりとする。ただし、

対象事業の内容が変更された場合において、対象事業に要する経費及び交付金の額に変

 更が生じたときは、別に通知するところによるものとする。

 　  　変更した部分の対象事業に要する経費　金　　　  　　　　　  円

   　　増 額 す る 交 付 金 の 額　金　　　  　　　　　  円

 

３. 変更した対象事業に要する経費の配分及びこの配分された経費に対応する改定した交

 付金の総額等の区分は、次のとおりとする。

                                                           　　　　　　

 改定した対象 既承認の交付 変更した部分 改定した交付 既交付決定　 変更する交付
     区   　　　　分 事業に要する 事業に要する の交付事業に 金の総額 交付金の額 金の額

総経費 経費 要する経費

 

４. 交付条件等については、令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で通知した

 とおりとする。

 



 様式第４

 

                                                               番　　　　　号

                                                               年　　月　　日

 

    　　　国土交通大臣　　　　殿

 

                                         　　　　地方公共団体名

                                         　　　　長の職名及び氏名      印

 

 

地域未来交付金（地域未来推進型） 

（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

申請取下書 

 

 

 

  令和　　年　　月　　日付け国空計第　　　号で交付金の交付決定通知のあった令和　

　年度　　　　  整備事業交付金については、同交付の決定内容又は交付の決定に付され

た条件のうち、下記の事項について不服があるので、交付金　　　　　円の交付申請（年

 月日付け　　　号）を取下げます。

 

                                        記

 　

  不服のある交付の決定内容又は
          理　　　　　由
交付の決定に付された条件

 １

 ２

 ３

 ○

 ○

 ○

 ○

○

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 様式第５

 

                                                               番　　　　　号

                                                               年　　月　　日

 

    　　　国土交通大臣　　　　殿

 

                                         　　　　地方公共団体名

                                         　　　　長の職名及び氏名      印

 

 

地域未来交付金（地域未来推進型） 

（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

遂行状況報告書 

 

 

  令和　　年４月１日から同年11月30日までの期間における令和　　年度　　　　  整備

事業の遂行状況について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第12条の規定

 により、下記のとおり報告します。

 

                                        記

 

 着手　　　　令和　　年　　月　　日

 完了（予定）令和　　年　　月　　日

 

       支　　出　　額     出　　来　　高
 費　目 事業費 　摘　　要

     数　量 金　額 支出率 数　量 金　額 進捗率
(A) (B) (B/A) (C) (C/A)

  計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 様式第６

 

                                                               番　　　　　号

                                                               年　　月　　日

 

    　　　国土交通大臣　　　　殿

 

                                         　　　　地方公共団体名

                                         　　　　長の職名及び氏名      印

 

 

地域未来交付金（地域未来推進型） 

（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

実績報告書 

 

  令和　　年度　　　　 整備事業の完了実績について、補助金等に係る予算の執行の適正

 化に関する法律第14条の規定により、下記のとおり報告します。

 

                                        記

 　

   １．事業着手期日  令和　　年　　月　　日

   ２．事業完了期日  令和　　年　　月　　日

   ３．施行の方法

   ４．合併施行の有無（あった場合、その工事の名称及び工事主体を記すこと。）

   ５．事業費実績明細書

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 令和　年度　　　  整備事業収支精算書

                                                                    （単位：円）

   区　　　　分    金　　額             摘　　　　　　要

  事 業 費 予 算 額

  総 支 出 額

  雑 収 入 額

  残 存 物 件 評 価 額

  

  

  

  交付金交付決定額 交付決定の文書番号及び交付年月日

  交付金交付精算額

 交 付 金 受 入 額 受入年月日及び金額

 交 付 金 還 付 額

 交 付 金 請 求 額

残 存 物 件 繰 越 額

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 様式第７

 

                                                               番　　　　　号

                                                               年　　月　　日

 

    　　　国土交通大臣　　　　殿

 

                                         　　　　地方公共団体名

                                         　　　　長の職名及び氏名      印

 

 

地域未来交付金（地域未来推進型） 

（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

 年度終了実績報告書

 

  令和　　年度　　　　  整備事業の年度終了実績について、補助金等に係る予算の執行

 の適正化に関する法律第14条の規定により、下記のとおり報告します。

 

                                        記

 　

   １．事業着手期日  令和　　年　　月　　日

   ２．施行の方法      

   ３．合併施行の有無（あった場合、その工事の名称及び工事施工主体を記すこと。）

   ４．年度内に事業が完成しなかった理由、事後の処理予定等

   ５．年度内事業実績明細書

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                  令和　年度　　　  整備事業年度終了収支精算書

 

   区　　　　分    金　　額             摘　　　　　　要

  事 業 費 予 算 額

  年度内施行部分に対
 応する支出

  翌 年 度 繰 越 額

  年 度 内 雑 収 入 額

  残 存 物 件 評 価 額

  交付金交付決定額 交付決定の文書番号及び交付年月日

  年度内施行部分に対
  応する国庫補助金等

  の額

  翌年度国庫補助金等
  繰越額

 交 付 金 受 入 額 受入年月日及び金額

残 存 物 件 繰 越 額

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 様式第８

 

                                                               番　　　　　号

                                                               年　　月　　日

 

    　　　　　　　　　殿

 

                                         　　　　国土交通大臣      印

                                         　　　　

 

 

地域未来交付金（地域未来推進型） 

（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

 令和　　年度交付額確定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和　　年　　月　　日付け第　　　号で完了実績報告のあった令和　　年度　　　　

      整備事業の交付金の額を、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第15条

 の規定により、下記のとおり確定する。

 

                                        記

 

 １．令和　　年度　　　　整備事業交付金の確定額

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 　　　算出基礎

 　　　　事 業 費 支 出 額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 　　　　対象事業者負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 　　　　交　　 付 　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　同上から控除する額（雑収入額及び残存物件評価額に交付率を乗じて得た額の合

 　　　　計額）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 　　　　交 付 金 確 定 額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 

 ２．差額金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 　　　算出基礎

 　　　　交 付 金 受 入 額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 　　　　交 付 金 確 定 額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 　　　　差 額 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 

（備考）　差額金については、交付金の受入額が過大なときは、国土交通省航空局長が別

途に発行する納入告知書により、これを納付することとし、また、交付金の受入

 額が過少なときは、同局長に、これを請求することとする。

 

 

 

 

 

 

 



 様式第９

 

                                                               番　　　　　号

                                                               年　　月　　日

 

    　　　国土交通大臣　　　　殿

 

                                         　　　　地方公共団体名

                                         　　　　長の職名及び氏名      印

 

 

地域未来交付金（地域未来推進型） 

（インフラ整備事業（国土交通省所管空港整備事業）） 

 財産処分承認申請書

 

 

  令和　　年度　　　　  整備事業に係る財産を下記のとおり処分したいので、補助金等

 に係る予算の執行の適正化に関する法律第22条の規定により、承認されるよう申請します。

 

                                        記

 　

 １．処分しようとする財産

     ア　種　類

     イ　名　称

     ウ　位　置

 　　エ　構造及び性能

 　　オ　数　量

 ２．処分の内容

 ３．処分の相手方の氏名又は名称及び住所

 ４．処分の相手方の利用計画

 ５．処分しようとする理由

 ６．処分しようとする財産の取得又は効用の増加に要した費用に関する明細

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 様式第10
 

令和　　年度地域未来交付金（地域未来推進型）交付金（インフラ整備事業）総括表  
 
 

（単位：円）
         

   前年度までの執行事業  当 該 年 度 累 計  全 体 計 画   
     
                 

    交 付 金   交 付 金  国 費 率   交 付 金  国 費 率        
            

地域再生計画  事 業 名 交付決定  事 単 引 事 単 引 e/d (e+f) 事 単 引 h/g (h+i) 総 国 交 事 事 備 考

の 名 称 省 庁 業 年 上 業 年 上 / d 業 年 上 / g 事 の 付  業 業

費  度 額  費  度 額  費  度 額  業 負 限 進 期

a 交 c d 交 f g =  交 i = 費  担 度 捗 間

付 付 a+d  付 c+f j 割 額 率  
額  額  額  合 j×k g/j

b e h =  k

b+e

 
 

国土交通省  
（航空局）

注 ) １ ． 当 該 年 度 及 び 累 計 の 「 国 費 率 」 の 欄 が 100%を 超 え な い こ と 。  
　  ２ ． 事 業 期 間 の 最 終 年 度 に あ っ て は 、 路 線 ご と の 累 計 の 欄 の 「 国 費 率 （ h/g） 」 と 全 体 計 画 の 欄 の 「 国 の 負 担 割 合 」 の 欄 が 一 致 し て い る こ と 。  
　  ３ ． 要 綱 第 ７ の ３ に よ り 、 交 付 金 を 他 施 設 へ 充 当 し た 場 合 は 、 実 績 報 告 時 に （ 　 　 ） 書 き と し て 明 ら か に す る こ と 。  
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